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第７回 

 

 

 

学校教育審議会会議録 

 

 

 

 

 

 

 

 

交野市教育委員会 
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１．開  会 

 

2．閉  会 

 

3．出席委員 

 

 

 

 

 

4．事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．案件事項 

 

 

 

 

 

 

6．資料 

 

 

 

 

平成２９年３月３０日（木）午前 10 時００分 

 

平成２９年３月３０日（木）午前 1２時０３分 

 

村橋 彰会長、巽 憲次郎副会長、長谷川 深雪委員、加藤 勤委

員、渡邉 省三委員、池永 安宏委員、伊坂 稔委員、岩本 泰典

委員、新田 一也委員、九門 りり子委員、武井 佐知委員、藤丸 

一郎委員、原 毅委員、奥西 正博委員、市岡 伊佐男委員、辻 眞

市委員 

 

松下 篤志教育次長兼教育総務室長・北田 千秋学校教育部長・松

川 剛生涯学習推進部長・小川 暢子生涯学習推進部付部長・大湾 

喜久男学校教育部付部長兼学校規模適正化室長・髙㟢 育学校教育

部次長・近田 邦彦第二京阪国道沿道まちづくり推進室長・林 直

希都市計画課長・久保田 剛司財産管理課長・久保 昌司学校管理

課長・後藤 秀也教育総務室課長・佐伯 尚之財産管理課長代理・

殿山 泰央学校規模適正化室課長代理・冨岡 鉄太郎学校規模適正

化室、玉田 賢一学校規模適正化室 

 

1．交野市のまちづくりと住宅開発の動向について 

2．公共施設等総合管理計画について 

 ３．学校規模適正化基本計画策定に向けた課題整理について 

４．小中一貫教育に適した学校施設整備について 

 ５．適正配置に向けた検討の進め方の確認 

 ６．議事のまとめ・次回の進め方 

 

学校規模適正化基本方針～望ましい小中学校の在り方～ 

交野市学校教育審議会参考資料集 

参考資料２０ 交野市のまちづくりについて 

参考資料２０別添１ 倉治８丁目土地利用計画図 

参考資料２０別添２ 星田西土地利用計画図 
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7．議事内容 

 事務局 

 

 

 

 

 

 

 会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事務局 

参考資料２０別添３ 星田駅北土地利用計画図 

参考資料２１ 交野市公共施設等総合管理計画概要版 

参考資料２１別添１ 地域実態マップ 

参考資料２２ 住宅開発に伴う児童生徒数の増加 

参考資料２３ 小中一貫教育指針 

参考資料２４ 交野市小中一貫教育学園構想事業 

参考資料２５ 小中一貫教育の成果・課題と施設形態について 

参考資料２６ 学校規模と教員の業務量・運営コストの関係 

別冊資料 文部科学省初等中等教育局「小中一貫教育についての実

態調査の結果」抜粋 

 

 

 定刻となりましたので、ただ今から第７回交野市学校教育審議会

を開催いたします。 

委員の皆さまにおかれましては、年度末でお忙しい中、第７回目の

審議会にご出席いただきましてありがとうございます。 

 それでは、議事進行を会長にお願いしたいと思います。 

 村橋会長よろしくお願いします。 

 

 委員の皆さん、こんにちは。桜も大分ちらほらと咲いていました。

妙見の方をずっと来たのですが、いつもこの時期になったら入学式

には桜の花は持つのだろうかと、ついつい記念撮影に桜がバックに

あったらいいなと思いながら考えていたのですが。 

 今日もですね、総論的な部分でまとめていく内容がたくさんあり

ますので、どんどん意見を出していただけたらと思っております。 

 それでは会議を始めたいと思います。次第に従いまして、議事を

進行させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

まず、議事に入ります前に、事務局に本日の委員の出席状況の報

告をお願いします。 

 

はい。それでは本日の審議会委員の出席状況につきまして、ご報
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 会長 

 

 

 各委員 

 

 会長 

 

 

 

 事務局 

 

 会長 

 

 事務局 

 

 

 

 

 

 

 会長 

 

 

 

 

 

告いたします。 

本日の出席委員、１８人中１６人出席していただいておりますの

で、審議会条例第７条第２項の規定により、過半数を超えておりま

すので、本会議が成立していることをご報告いたします。 

 

 ありがとうございます。次に、本日のこの会議でございますが、

公開にしたいと思いますが、異議ございませんでしょうか。 

 

 異議なし。 

 

 異議がないようですので、公開にしたいと思います。 

 本日５名の傍聴希望がございますので、許可したいと思います。 

事務局準備をお願いします。 

 

はい。 

 

 本日の資料の確認を事務局お願いします。 

 

 本日の資料ですが、参考資料集をお配りしておりますが、参考資

料２０、参考資料２０別添１、参考資料２０別添２、参考資料２０

別添３、参考資料２１、参考資料２１別添１、参考資料２２、参考

資料２３、参考資料２４、参考資料２５、参考資料２６、別冊資料 

としまして、文部科学省初等中等教育局「小中一貫教育についての

実態調査の結果」抜粋というものがありますでしょうか。 

 

 資料の方はよろしいでしょうか。それでは議事に入っていきたい

と思います。 

 本日の案件に入る前に、前回の審議会で多くの委員の方から、多

方面にわたって沢山の意見をいただきました。そのご意見を振り返

らせていただいて、確認をしたいと思います。 

 前回から、学校規模適正化、適正配置に関する審議の第２ステー
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ジが始まりました。事務局からは、基本計画策定までのスケジュー

ルの提案があり、前回と本日、そして次回の３回で今後、適正配置

等を議論していくための総論として、児童生徒数や学校施設の老朽

化などの課題の整理と、具体的に再配置等を考えていくための基本

的な事項の確認をしておきたいと考えておりますので、よろしくお

願いします。 

 また、前回の審議会で委員の方から「学校の適正配置等について、

うわさが一人歩きしており、きっちりした情報提供が必要である」

との意見をいただいております。 

 学校の適正配置はそれぞれの地域の人にとっても、非常に関心が

あり、また重要な事項でそれだけ注目度も高いと思います。そこで、

この審議会の経過等はできるだけオープンにして地域への情報を

的確に伝えていくことが大切だと思いますので、そのスタンスで審

議会を進めていきたいと考えております。 

 学校施設については、京都市の視察にいかれた委員から、小・中

学校が一体になった施設一体型の小中一貫校では「教育効果が上が

っている」との感想や、適正配置の検討にあたっては「今までの小・

中学校区のつながりや、校区コミュニティを基本として考える必要

がある」との意見もいただきました。 

 また、「市域全体の児童生徒数の減少傾向を考えると、単純に校

区変更などの一時しのぎではなく、次の時代の子ども達がしっかり

学べるよう、４０年先くらいを見通し、抜本的な学校の配置の検討

も必要である」との意見や、「１０年程度の近い将来までに実施す

ることとなる計画が必要ではないか」といった意見もいただきまし

た。 

 委員の皆さまからいただいた意見は、それぞれ重要なものだと思

いますので、今後においても色々な意見を出していただき、さらに

議論を深めていきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 さて、本日でございますが、総論の２回目としまして、前半は学

校規模適正化にも深く関係します市全体のまちづくりの動きにつ

いて説明を受けたいと思います。 
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 まず、一つ目としまして、「交野のまちづくりと新たな住宅開発

について」、次に二つ目としまして、この 3 月に策定されたばかり

の市の施設全体について、今後の管理の方向性を示した「公共施設

等総合管理計画について」をそれぞれ、市の担当部局の方に来てい

ただいて、説明を受けたいと思います。 

 その後で、前回から引き続きまして、「学校規模適正化にあたっ

ての課題整理」をさせていただきまして、「小中一貫教育に適した

学校施設整備について」の説明、最後に「適正配置に向けた検討の

基本的な事項」について、一定の洗い出しをしていきたいと考えて

おります。委員の皆さまには忌憚のない意見をいただき、活発な議

論をお願いしたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

 なお、案件に入ります前に、前回の審議会からの資料等の訂正・

差し替えについて事務局より報告があるとのことですので、事務局

より説明をお願いします。 

 

 はい。案件に入ります前に、資料等の訂正についてご報告させて

いただきます。初めに、お手元にお配りしております学校規模適正

化基本方針のＰ.２の本文１０行目をご覧ください。 

 こちらは学級数についての記載となっており、本文では「また、

学級数についても昭和５８年度の３０５学級をピークに」と記載し

ております。児童生徒数につきましては、記載のとおりピーク時が

昭和５７年ですが、学級数のピーク時は昭和５８年でございまし

た。訂正前のものですと学級数についての記述に誤りがあり、「昭

和５７年度の３０４学級をピークに」となっておりましたところを

「昭和５８年度の３０５学級をピークに」と訂正いたしましたの

で、ご報告させていただきます。 

 次に、前回の第６回学校教育審議会でお配りいたしました参考資

料１９のＰ.１０でございます。こちらの資料では、「１．保有状況」

では本市の学校施設の保有状況を、「２．学校施設の棟別整備時期

（建設時期）」では、学校施設の棟別の建築年度を記載しておりま

すが、この「２．学校施設の棟別整備時期（建設時期）」の棒グラ
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 会長 

 

 

 事務局 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フの上側の表に誤りがございましたので訂正しております。 

 また同じく参考資料１９のＰ.１２、１３でございますが、こち

らについても記載に一部誤りがありましたので、訂正いたしまし

た。また、前回ご報告させていただきましたとおり、躯体の健全性

調査結果を反映させた最新のものとなっております。 

 次のＰ.１４につきましても、Ｐ.１２，１３ページを修正し、最

新の躯体健全性調査結果を反映させたことで、コスト試算の結果が

変わりましたので、訂正いたしました。 

 大変申し訳ございませんが、ご了承くださいますようお願いいた

します。資料の訂正等の報告は以上でございます。 

 

 それでは案件１「交野市のまちづくりと住宅開発の動向につい

て」事務局説明をお願いします。 

 

 はい。前回、学校が抱える大きな課題として「児童生徒数の推移」

「学校施設の老朽化」について整理しながら、「児童生徒数の推移」

については「少子化等による児童生徒数の減少」について確認し、

ご審議いただきました。 

 こちらの案件では、「児童生徒数の推移」のうち、「住宅開発によ

る児童生徒数の増加」に影響すると考えられる現在の住宅開発の動

向等について、担当課より説明させていただきます。また、今から

説明いたします住宅開発動向のうち、学校規模適正化・適正配置に

大きく影響する住宅開発によって、どの程度の児童生徒数の増加が

見込まれるのかについては、別途、案件３）にてご確認いただきた

いと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

  

 はじめに、本市のまちづくりと倉治８丁目及び星田西で計画され

ております住宅開発の動向について、都市整備部・都市計画課長よ

り説明させていただき、続いて星田駅北地区での住宅開発の動向に

ついて、都市整備部・第二京阪道路沿道まちづくり推進室長より説

明させていただきます。 
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 都市計画課です。よろしくお願いいたします。ご説明させていた

だきます。 

 参考資料２０をご覧ください。それでは交野市のまちづくりにつ

いてご説明させていただきます。本市におけるまちづくりにつきま

しては、交野市都市計画マスタープランにおける基本方針に基づい

て行っております。都市計画マスタープランとは、市民の意向を反

映させ、市のまちづくりにおける考え方や将来像、まちづくりの方

向性を示し、都市計画区域における土地利用や都市計画施設の整備

方針を定めております。その都市計画マスタープランでは、市域を

大きく５つの地域に区分し、その地域毎にそれぞれの特性と地域住

民の意向を踏まえ、今後のまちづくりに関する方向性や地域別構想

として定めております。交野市内の５つの地域についてであります

が、旧来の集落の成り立ちや結びつき、地形地物等を勘案し、くら

じ地域、こうづ地域、きさべ地域、ほしだ地域、いわふね地域の５

つの地域に区分しております。 

 「くらじ」地域につきましては、概ね倉治、東倉治、神宮寺の地

区です。「こうづ」地域とは、概ね幾野、郡津、梅が枝、松塚の地

区でございます。「きさべ」地区につきましては、概ね私部、天野

が原町、向井田、私部西、私部南、青山の地区となっております。

そして「ほしだ」地域は、概ね星田、藤が尾、妙見坂、星田山手、

南星台、妙見東、星田北、星田西の地区となっております。そして

「いわふね」地域は、概ね私市、私市山手、寺、森南、森北、傍示、

寺南野の地域となっております。 

 ここで見ていただければわかりますように、交野市の概ね半分に

つきましては、山間部となっております。そして市街地のピンクの

部分につきましては市街化区域、白抜きの部分につきましては市街

化調整区域となっております。 

 続きまして、今後の住宅開発の動向につきましてご説明させてい

ただきます。今後の住宅開発の動向についてですが、本市では現在

市内に大規模な開発事業が３か所計画されております。都市計画提
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 事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案制度を活用した開発事業が２か所、土地区画整理における開発事

業が１か所ございます。 

 都市計画提案制度を活用した市街化調整区域における地区計画

における開発事業が倉治８丁目地区、および星田西地区、そして土

地区画整理事業による開発事業が星田駅北地区にて計画されてお

ります。 

 それでは資料２０別添１をご覧ください。まず、倉治８丁目地内

の開発事業でございますが、当該開発地は枚方市に隣接し、市街化

区域に囲まれた箇所で、ＪＲ津田駅から概ね５００ｍに位置する生

活利便性の高い地域となっております。開発面積は５ヘクタール、

戸建て予定戸数は１０３戸、低層集合住宅予定戸数は３棟予定され

ております。 

 続きまして、別添２をご覧ください。星田西２丁目地内の開発事

業でございますが、市街化区域に隣接しており、ＪＲ星田駅から約

７００ｍかつ京阪バス停留所から約１５０ｍに位置する生活利便

性の高い地域となってございます。開発面積は１．３ヘクタール、

戸建て予定戸数が２６戸、低層集合住宅として１棟予定されており

ます。 

 

 続きまして、星田駅北地区に関して、ご説明をさせていただきま

す。第二京阪道路沿道まちづくり推進室です。よろしくお願いいた

します。ご説明をさせていただきます。 

 まず参考資料２０の右側ページをご覧下さい。②星田駅北地区で

ございます。星田駅北地区では第二京阪道路やＪＲ星田駅に隣接し

ます好立地条件を活かすため、地権者で組織する組合が施行する整

理事業により新たなまちづくりに取り組まれています。 

 この中でＪＲ星田駅から徒歩圏内では戸建て住宅が３５０戸、分

譲マンションが 2 か所で３１０戸の建設が現在予定されておりま

す。 

 次に参考資料２０別添３をご覧ください。駅の向こう側、図面で

言いますと肌色の部分が、このまちづくりの中心となる場所でござ
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 会長 

 

 

 

 

 

 

 委員 

 

 

 

 会長 

 

 事務局 

  

 

 委員 

 

 事務局 

いまして、分譲マンションが２棟で３１０戸、ただしそのうちの１

棟はシニア向けの分譲マンションとして１２０戸が予定されてお

りますので、これを除きます１棟１９０戸が今回の対象になるもの

と思われます。そしてその周辺にございます黄色で示す場所が右側

左側に２か所ございますが、こちらが戸建て住宅用地となっており

まして、両側合わせて３５０戸が分譲予定されております。 

 以上が星田駅北地区のまちづくりにおきます、現在の検討されて

いる状況でございます。 

  

 ありがとうございます。以上が案件１「交野のまちづくりと住宅

開発の動向について」の説明でございます。 

 

 ただ今、都市計画課と第二京阪道路沿道まちづくり推進室から

「交野市のまちづくりについて」および「今後の住宅開発の動向に

ついて」の説明がありましたが、何かご意見やご質問はございませ

んでしょうか。 

 なお、質問については「学校の適正規模・適正配置」の観点から、

質問いただければと思います。 

 

 学校というよりもこんなに大きい開発、倉治、星田駅北、この事

業計画図を見て、集会所の用地的なものは確保はされているんです

か。 

 

 どうですか。 

 

 倉治８丁目の地域につきましては、集会所は予定されておりま

す。 

 

 どの辺の位置ですか。何色の部分。公園・緑地（緑道）ですか。 

 

 現在、予定されておりますのは公園付近、緑色の地域の近くです。 
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会長 

 

 

 事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 わかりました。 

 

 他にはどうでしょうか。 

 

 星田北地区の今の住宅開発ですが、今の星田北地区については藤

が尾の方に校区が移っているようなことがあるんですが、この図面

で見させてもらうと、今の星田北７丁目は星田小学校の方に児童が

行くということになっているのですが、住宅の開発と校区の繋がり

というのが大きく小学校の生徒数とかが変わってくる。 

これは分譲でされる場合は、割と若い世代が入ってくるというこ

とがあれば、児童が増えてくるということになる。自然の減少とい

うものをみましたが、社会増で大きく星田地区が影響を受けやすい

ので、校区にもよりますが、この地図には星田小学校、旭小学校、

妙見坂、藤が尾小学校とありますが、隣接している学校が４校あり

ますので、社会増の振り分けといいますか、それがおおいにこれか

らの児童数に変動を与えますので、その辺りも加味していくことが

必要かと思います。 

 

 ただいまの委員のご意見なんですが、この場でお願いいたしま

す。 

 

 ここの開発自体の数も多く、仰っていただいたように資料２０別

添３をみていただきますと、今現在の校区が、ちょうど星田駅の真

ん中にある細い道が、ちょうど藤が尾小学校と星田小学校の境目で

ございます。今回かなり大きく町が変わりますので、ここの子ども

達をどういう形でどこの学校に行ってもらうのかも含めて再配置

を考えていく必要があるのかと思います。 

 どのくらい児童生徒数が増えるかについては、この後の議題に用

意させていただいております。 
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 会長 

 今後の動向をしっかりみていくということが大事になってくる

と思います。よろしいでしょうか。他にはどうでしょうか。 

 

 すみません。それぞれの地区の開発なんですが、完了は大体どの

くらいの年度になるんですか。 

 

現在予定されておりますのは、倉治８丁目につきましては２９年

度いっぱい、２９年度中造成予定と聞いております。そして星田西

につきましても同様の２９年度についての造成と聞いております。 

 

星田駅北地区につきましては、おおむね３１年度あたりからと予

定しております。ただ３１年度から３６年度にかけて段階的に、ま

ちづくりが進んでいくものと予定されております。 

 

他にはどうでしょうか。 

 

特に藤が尾にどうやっていくか、またアクセスの方を考えてもら

わないと。交通量が増えてきて、北から３中のあたりは大変危険に

なってきている。なので、その辺も含めて家を造るのが良いだけで

はなく、アクセスも。 

 

他にはよろしいでしょうか。 

 地元の切なるご意見だと思うので、その辺りも含めて事務局、審

議会でも議論を深めていきたいと思っております。 

 

 西の方、部分的に開発しますが、全体的にも、もう少し開発して

いくようにしてほしい。ごみ置き場が増えてきたり、駐車場が増え

てきたりしているのですが、学校の通学路が非常に危険な状態にな

りつつあるので、この辺も早めにお願いします。 

 

 他にはどうでしょうか。 
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 事務局 

 

 

 

少し先走っているのかもしれませんが、いま３中校区に３つの小

学校があります。いま藤が尾小学校は４中に行っていますよね。い

ま星田区の中には小学校が４校、いま委員の方からもありましたよ

うに、交通の便が悪いけれども児童数の関係で、星田の高台にぬけ

るところから、４中の方に。地域のふれあいとかは星田区の中でや

らないといけない中に入ってもらっている人が４中の方に行って

しまうと、範囲がものすごく分散している面があるので、もう少し

地域が一体になるには校区割というのはものすごく大事だと思う

ので、ここではどうしてください、というのではなくて、そういう

ことも将来のまちづくりに加味していただいて、検討していただい

たらいいなと思っております。 

少し今から言うのは早いのかもしれませんが。もう少し具体的な

ことがあれば。 

 

よろしくお願いをしたいと思います。その他よろしいでしょう

か。では、ここで案件１を終わらせていただいて案件２の方に移ら

せていただきます。 

 それでは、案件２「公共施設等総合管理計画について」を議題と

します。 

 事務局説明をお願いします。 

 

 はい。こちらの案件では、学校の課題のうち「学校施設の老朽化」

に関連してまいります。学校を含む、「公共施設全体の老朽化」に

関して、今年度策定されました「公共施設等総合管理計画」につい

て、計画策定担当部局の財産管理課長より、説明させていただきま

す。よろしくお願いします。 

 

企画財政部 財産管理課です。よろしくお願いします。 

「公共施設等総合管理計画について」でございますが、全国的に

人口の減少、少子高齢化社会を迎える中、本市もこの影響を避ける



14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことは難しく、財政的にも厳しい状況が予想されております。 

こうした中、建て替え等による大きな費用を必要とする公共施設

をどのように更新し、また維持管理していくのかを総合的かつ計画

的に検討していくことが国から求められ、本市においても今年度策

定させていただいた次第でございます。 

資料２１に沿って説明させていただきたいと思います。一つ目の

項目でございます。「公共施設等総合管理計画の位置付け等」でご

ざいます。本計画策定の背景と目的でございますが、昭和４０年代

５０年代の人口増加に伴い、多くの公共施設整備を行ってまいりま

した。現在、これらの公共施設、インフラが一斉に改修・更新の時

期を迎えており、多額の更新費用が見込まれております。 

このような背景の中、さまざまな社会環境の変化に伴う市民ニー

ズの多様化に適切に対応したサービスを提供し、将来のまちづくり

の為に公共施設のあるべき姿を見据え、また厳しい財政状況の中

で、財政負担の平準化も見据えた良質かつ持続可能な公共サービス

を実現する目的で本計画を策定しました。 

計画の位置づけとしましては、総合計画基本構想を下支えする計

画の一つであり、また「交野市まち・ひと・しごと総合戦略」とも

に連動した施設に関する取組みの横断的な指針として、公共施設に

係る各個別計画が体系化された包括的なものとして位置づけてお

ります。 

計画の期間でございますが、平成２９年度から６８年度までの４

０年間を期間としております。次に２点目、「人口の状況」でござ

います。本市の総人口は平成２２年の約７.８万人をピークに減少

しており、「交野市人口ビジョン」による独自推計では、平成５２

年には約６.９万人となり、平成２２年と比較して、約 8,500 人、

約１１％減少すると推計されております。 

次に３点目「公共施設の保有状況と建て替え・改修等に係るコス

ト試算」でございます。こちらの図表でわかるように、保有する施

設の大半が昭和４０、５０年代に整備され、延床面積１６.７万㎡

のうち１２.１万㎡が築３０年以上経過したものとなっておりま
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す。これら施設を将来そのまま保有するならば、修繕・改修・建て

替えの合計が４０年間で総額８６３億円、年平均２１.６億円かか

ると試算されております。これは平成２２年度から２６年度までの

５年間の投資的経費の平均７.４億円と比較しますと約２.９倍の開

きがあると試算されております。 

次に４点目「インフラ資産の保有状況と建て替え・改修工事に係

るコスト試算」でございます。インフラ資産も同様、将来そのまま

保有するために必要となる費用を試算すると、公会計、特別会計で

ある上下水道を除く、平成２２年度から２６年度までのインフラ資

産に係るコスト試算の年平均１.８億円とは３.１倍の開きとなって

まいります。 

次のページにいきまして、Ｐ.５「公共施設等マネジメント基本

方針」でございます。 

実態と課題において、人口は１１％減少すること、また少子高齢

化といった人口構成が変化すること、地域別では市域・居住範囲と

もにコンパクトな自治体であるものの、地域ごとに今後の人口変化

や問題点が異なること。 

財政面では財政の硬直化の厳しい財政状況にあること。  

施設面は維持する為には現状の投資的経費を大きく上回ること、

また長寿命化改修だけでは対応出来ないことから、集約化・統廃合

が必要であること。 

学校施設、こちらでは大半の施設で老朽化が進行していること、

防災機能の充実が必要なこと。 

庁舎では分散化していること、老朽化が進行していること、また

防災機能の充実が必要なこと。 

コミュニティ子育て支援施設は集約化複合化など配置の見直し

によるサービスレベルの向上を図ること。 

図書館は老朽化が進行していること、地域の利用実態に合した機

能のあり方、運営や廃止の見直しが必要なこと。 

スポーツ施設は施設利用者が多いという実態。老朽化・劣化状況

こちらでは全般的に計画的な建替え・改修と施設再編に向けた早急
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な対応が必要なこと。インフラにおいては、道路の拡幅や管路の老

朽化対策と耐震化が必要なこと。 

また市民アンケートの結果からは未利用地の賃貸・売却、民間に

よる管理運営、資金活用といった民間機能の導入、施設の統廃合や

複合化、長寿命化、地域の防災機能の強化、施設を多様化してサー

ビスレベルの向上、稼働率の低い施設の廃止や、民間委託。これら

が求められており、また文化・スポーツ活動の拠点に対する市民の

ニーズの高さが見えてまいりました。これらの実態・課題・市民ア

ンケートの結果、また総合計画基本構想や市長戦略など、上位計画

や関連計画などを踏まえ、８つの基本方針を定めます。 

１つ目が「地域の状況・ニーズに応じた機能の導入」、２つ目が

「機能の向上による地域の拠点化」、３つ目が「厳しい財政状況へ

の合理的な対応」、４つ目が「民間機能の導入・民間施設・民間資

金の活用」、５つ目が「学校施設の規模適正化・適正配置」、６つ

目が「複合化による学校施設の機能向上」、７つ目が「市庁舎機能

の集約化」、８つ目が「小規模単独施設の集約化・複合化」でござ

います。 

次に６点目「公共施設等マネジメントの必要性と総量目標」でご

ざいます。施設の老朽化状況、中長期財政見込み、将来更新コスト

などを踏まえると、床面積で対応するなら円グラフで示すとおり、

４７％の床面積削減が必要となります。単純に保有面積の削減だけ

では対応しきることが出来ないことから、必要な機能は確保しつつ

様々な対応策を考え、サービスレベルの向上とコスト削減を図る必

要があり、４０年後を視野に入れた基本方針を示します。 

対応策としましては、運営面の見直し、集約化・複合化による総

量削減、施設保有量の見直し、施設機能の見直し、未利用地の賃貸・

売却など、ありとあらゆる対応策を考えてまいります。 

総量目標は施設保有量の削減による直接的な更新費用の縮減、維

持管理費用の縮減、余剰資産の活用による財源確保、民間施設・民

間資金の導入による財源確保など、コストを逆算して不足額を賄っ

ていくことを目標としております。 
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７点目「施設類型別方針」でございます。将来の人口構成の変化

や市民ニーズの変化に柔軟に対応できるよう、必要な機能を精査

し、施設機能の多機能化の検討など、基本方針に基づき、１４の用

途別、施設類型別の方針を示します。また、インフラ資産は９つの

類型別に分類しております。 

８点目「管理に関する方針」でございます。公共施設等の実態・

課題などから設定した基本方針の実効性を高めるため、建物の老朽

化状況や管理水準を検証した結果、維持管理・修繕、点検・診断、

安全確保等の管理に関する方針を示します。 

９点目「計画の推進」でございます。本計画への取組みについて

は全庁をあげて行う必要があり、企画財政部門が中心となって営繕

所管課や各部局と有機的に連携・連動する組織体制を構築します。

また、進捗管理は基本方針に掲げた各種取組みについて、関連部局

へのヒアリングを行い、ＰＤＣＡサイクルのもと進めてまいりま

す。 

しかし、人口推移や財政状況など、さまざまな要因を考え、図表

にありますように５年程度を目安に制度向上を図るため、見直しを

図るものとします。 

資料３枚目の「地域実態マップ」でございます。こちらは市が保

有する公共施設が地域ごと・分類ごとにどのように配置しているか

を示したものでございます。参考として付けさせていただいており

ます。以上、計画全般についての説明でございます。 

学校施設におきましては、公共施設全体の約１６.７万㎡のうち

９.７万㎡、約５３％を占めております。また、その大半が老朽化

しており、厳しい財政状況の中新たな土地の取得は困難な状況にな

り、保有する土地を有効利用し、学校施設の規模適正化・適正配置、

また複合化による学校施設の機能向上を考えていくことが求めら

れています。本計画は将来の交野のまちづくりのために厳しい財政

状況が見込まれる中、いかに良質かつ持続可能なサービスを提供し

ていくかを目的に策定してまいりました。この目的を達成していく

ために全庁をあげて取り組むことが必要不可欠と考えております。
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よろしくお願いいたします。 

 

ありがとうございます。案件２「公共施設等総合管理計画」につ

きましては以上でございます。 

 

ありがとうございました。財産管理課から「公共施設等総合管理

計画について」説明をしてもらいました。 

今、どこの市町村でも同じことだと思いますが、財政状況が非常

に厳しい状況に加えて、公共施設の老朽化はどんどん進んでいると

いう現状があります。 

実は枚方市でこの問題を抱えた時に、枚方には学校だけで６４校

あるんですね。教育委員会で施設面の予算立てとして、例えばトイ

レなり、あるいは老朽化の分で部分補修とか、そういう形で予算を

あげてやっている。ところが市長部局では市全体の他の公共施設の

計画も立てて、そこで一緒にという中で、公共施設等の総合管理計

画、全庁あげて取り組まないといけない。市民施策だと思うんです

よ。 

そういう中で、特に施設の老朽化というあたりは、非常に厳しい

現実と数字をはじき出して唖然としたことを思いましたが、いま４

０年間、８６３億円はじき出してもらっていますが、部分的にはま

だまだ出る可能性もあるわけで、こういう中でどうしていくんだと

いうことが大きな課題になっていくと思います。 

 やっぱり交野市に来たときに、保有している公共施設をこのまま

維持していこうと思うと、相当な金額だったと思うんですが、今後

は維持管理していくと。非常に困難な状況で、そしたらどうしてい

くんだという時に、施設の機能の集約化とか、複合化とか、施設の

総量を落としていくんだ、削減していくんだとかいうようなことは

現実問題として叩きつけられたように思います。 

 それは公共施設全体のことで言っていますが、学校施設について

も同じことが、結局、市全体の全庁の取組みということになってき

ますので、市全体の取組みということで、同じことが学校施設でも
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言えるという風になってくると思います。 

 そのことも踏まえてですね、何かご意見、ご質問等はございます

でしょうか。 

 

 よろしいでしょうか。 

 

 どうぞ、お願いします。 

 

 仰っていたように財政が厳しくなるというのはわかるのですが、

小学校中学校というのは我々の避難所になっていますよね。そうい

った面で、これからの災害時に対する対応とかはあるんですか。統

合された場合等。 

  

 今の質問に対してどうですか。 

 

 今後、これからの学校というのは益々、地域との繋がりが強くな

って、防災機能というのは拡充していくことになってくると考えて

おりますので、再配置をする上でやはり地元の方にとってどういう

防災機能が必要かという事について議論していきたいと思います。 

 

 地域の方にしてみれば、避難所というのは大きな問題だと思いま

す。そのことも踏まえて、考えていく必要があると思っております。 

 他にはどうでしょうか。 

 

 集会所の件をどうするかということは、明らかにしておかないと

地域で色んな連携を増やす場を作ってください。それから子育てサ

ロンを作ってください。お願いします。 

 図書館の機能も何とか出来ないかと思うけど、色んなこと要望的

なこと、あるいは校区でまとめてください、ということで集会所の

利用が非常にうちの場合は多くなっております。 

 会館をどう使うかという問題も含めて、集会所の機能をもう少し
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よくするためにどれだけ補助してやってくれるのかと。自分のとこ

ろのことばかり言って申し訳ないんですが、今回集会所の大改修を

したんです。２,０００万少しかかりましたが、そうしたらものす

ごく頻度があがってきた。使い勝手がいいから。子ども会も使って、

老人会も使い、色んな各種団体が使って。地域で子育てしていると、

集会所を使えるようにしてあげないといけないということも考え

て、改修や建て替えや耐震をどうするとか。色んな各方面でこれは

教育委員会になるのか他になるのか、わかりませんが、検討はして

ほしいです。 

 

 要望ということで受け止めていただけたらと思います。 

 

 岩船のスポレクにいってきたんですが、市の条例でこれ以上でき

ないとか。民営化するなら徹底的に民営化して、やりたいようにや

れという格好にしないと、民営化しているはずだと思って聞いてい

たら、市の方から条例でだめですというのが結構ある。その辺もオ

ープンにして活用範囲を広げてほしいです。 

 

 要望ですので、よろしくお願いします。 

 他にはどうでしょうか。よろしいでしょうか。 

 この「公共施設等の総合管理計画」につきましては、交野市全体

の公共施設の整備について示されたもので、学校の施設整備につき

ましても公共施設等の総合管理計画の個別の計画として位置づけ

られているというものだと思います。 

 審議会で学校規模適正化基本計画の素案を策定していく上にお

きましては、公共施設等の総合管理計画について十分勘案した上で

審議しなければならないと考えております。 

 また基本計画の素案を作っていく上では、教育環境の維持向上を

最優先にして考えていかなければいけないというものがあります

が、基本方針にある「地域に開かれた学校」ということで、他市で

もあるんですが、教育環境上、プラスになるような機能については、
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複合化も検討していかなければならないと考えております。 

 その辺りも考えながら、今後審議をお願いしたいと思います。そ

れではここで都市計画課、そして第二京阪道路の沿道まちづくり推

進室におかれましては、公務がございますから退室されます。本日

はどうもありがとうございました。 

 

 それでは続きまして、案件３「学校規模適正化基本計画策定に向

けた課題整理について」を議題といたします。事務局説明をお願い

します。 

 

 はい、それでは本題に入ります前に、前回審議会で委員から「学

級数が減少すると、併せて教職員数も減少することになり、教職員

の負担も増加するなどの問題もあることなど、ソフト面の議論が不

足しているように感じる」とのご意見もいただきましたので、ソフ

ト面と学校規模適正化の関係性について、はじめに確認させていた

だきたいと思います。 

 参考資料２６「学校の規模と教員の業務量・運営コストの関係」

をご覧ください。「（１）小規模校と適正規模校との業務量の比較」

の「①小規模校と適正規模校の職員数・業務量の比較」を見ていた

だきますと、「小規模校」として長宝寺小学校を「適正規模のうち

中間的な児童生徒数の学校」として旭小学校を、「適正規模のうち

比較的児童生徒数が多い学校」として倉治小学校を例に、学校規模

と教員の業務量の関係について比較しております。 

資料の左下の図表をご覧ください。 

 一般教員の業務では、例えば「通知表の作成」や「授業の準備」、

「児童・生徒・保護者との教育相談」など表①の「担任教員が主に

対応する業務」と「学校行事の準備」や「職員会議」「教育委員会

からの調査などへの対応」など、表②の「複数の教員で対応できる

業務」に分類することができます。 

 これらの教員の業務のうち、表①に記載の「担任教員が主に対応

する業務」については、表左側の図のように、学校の規模に比例し
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て規模の大きい学校では学校全体でみると業務量が多く、規模の小

さい学校では業務量が少ないものの、規模の大きい学校では教職員

の数も多く、規模の小さい学校では教職員の数も少なくなるため、

教員一人あたりの業務量には大きな差はないものと考えられます。 

 しかしながら、表②に記載の「複数の教員で対応できる業務」に

ついては、図のように学校規模の大小による全体の業務量の差が少

ないため、学校規模が小さく職員数が少ないほど、一人あたりにか

かる業務量が多くなると考えられます。 

 このような学校規模の大小による教員の業務負担を軽減するた

めには、学校規模の適正化により、適正な児童生徒数と合わせて、

適正な教職員数を確保することや、資料右上の枠内に記載のとお

り、「ＩＣＴの導入」や「事務の共同実施」、「地域人材の活用」、

一部可能な業務については「民間などへの業務の外部委託」などが

考えられます。 

 また、学校規模の大小により業務量が異なってくる問題について

は、学校の運営コストとも関連がございます。資料の右下「小規模

校と適正規模校とのコスト比較」をご覧ください。こちらは、平成

２７年度の一年間に、倉治小学校、旭小学校、長宝寺小学校の３校

で学校運営にかかったコストを比較したものでございます。 

 平成２７年度の児童数では、倉治小学校６４５人、旭小学校３８

５人、長宝寺小学校２０４人となっており、長宝寺小学校を基準に

考えると、倉治小学校は長宝寺小学校の約３.２倍、旭小学校は長

宝寺小学校の約１.９倍の児童数となっております。 

 しかしながら、１年間で学校運営にかかったコストを比較します

と、倉治小学校では長宝寺小学校の１.３倍程度、旭小学校では長

宝寺小学校の１.２倍程度となっております。 

 このことから、小規模校ほど、学校運営に要するコストは割高に

なる傾向がありますので、学校運営コスト面からも、教員の業務負

担の問題と同様に、適正な学校規模を維持することが必要といった

側面も考えられます。 
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 それでは、本題の案件３「学校規模適正化基本計画策定に向けた

課題整理について」に入ります。この案件では、前回から引き続き、

「学校の課題」について整理してまいりたいと思います。学校の課

題には、大きく「児童生徒数の推移」と「学校施設の老朽化」の２

つがございます。 

 前回の第６回審議会では「少子化等による児童生徒数の減少」と

「学校施設の老朽化」についてご確認いただきました。また、先程

の案件２では学校施設の老朽化に係る「公共施設の老朽化と公共施

設等総合管理計画」についてご確認いただきました。 

 

 そこで本案件では、児童生徒数の推移に係る課題である「住宅開

発による児童生徒数の増加」について、案件１にて説明いたしまし

た住宅開発の動向によって、児童生徒数の増加の影響がどの程度あ

るのかについて確認してまいりたいと思います。 

 簡単ではありますが、前回の「少子化等による児童生徒数の減少」

について確認したいと思います。 

 こちらは、前回お配りしました参考資料１９のＰ.７に記載の図

で、将来的な大規模開発等による児童生徒の増加を含まない本市全

体の児童生徒数の推移を示した図です。本市では、昭和５７年に児

童生徒数のピークを迎えて以降、減少期に入り、平成１１年以降の

８年間は微増傾向であったものの、それ以降は再び減少しており、

昭和５７年のピークのころと比較しますと、平成２８年現在の児童

生徒数はピーク時の約半分である５４％となっており、今後も減少

し続ける見込みとなっております。また、児童生徒数の減少傾向は、

ご存じのとおり、本市のみならず全国的な課題となっているところ

です。 

 

 それでは、本題の「住宅開発による児童生徒数の増加」について

説明いたします。参考資料２２「住宅開発に伴う児童生徒数の増加」

をご覧ください。  

案件１にて説明のあった住宅開発のうち、児童生徒数に大きく影
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響を与えるであろう大規模な住宅開発の動向については、１０３件

の住宅増が見込まれている倉治８丁目地区と、５４０件の住宅増が

見込まれている星田駅北地区がございます。 

 

これらの開発による児童生徒数の増加の推計方法についてですが、

本市の過去の住宅開発によって実際に増加した児童生徒数等を調

査した結果に基づいて推計しています。調査しました過去の住宅開

発区域における情報等から、小学校の児童数については、住宅が建

って人が住み始めてから１５年先までの推計、中学校の生徒数につ

いては２１年先までの推計が可能になっております。 

 住宅の開発動向による児童生徒数の変動を正確に予測すること

は困難でありますが、本市の過去の情報に基づき、概ねこの推計で

示します程度の変動については、加味しながら適正配置を検討して

いく必要があると考えております。 

 なお、当該推計につきましては、先ほど説明しましたとおり、本

市の過去の開発区域の情報に基づいた予測推計ですので、年度の進

行に合わせて適宜開発状況等を把握しながら見直していく必要が

あると考えております。 

 

 参考資料２２の倉治８丁目地区の児童生徒数は、左上の図のグラ

フのような推移となると推計されます。こちらのグラフは縦軸に児

童生徒の人数、横軸に年度となっています。グラフの青線は小学生

の推移を、赤線は中学生の推移を示しています。 

 グラフを見ますと、平成４３年あたりにかけて児童数がピークを

迎えると推測され、小学校のピーク時の児童数は９０人程度と推測

されます。 

 また、中学校の生徒数については平成４７年あたりにピークを迎

えると推測され、ピーク時の生徒数は５０人程度であると推測され

ます。 

 続いて、星田駅北地区の児童生徒数についてですが、小学校の児

童数は平成４５年あたりに４５０人程度となりピークを迎えると
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推測されます。中学校の生徒数については、平成５０年あたりに２

４０人程度となりピークを迎えると考えられます。 

 しかしながら、住宅開発に伴い、引っ越してくる世帯が交野市内

からの移動であった場合は、住宅開発区域では児童生徒数が増加す

るものの、その他の地域では逆に人口減少がさらに進むことも考え

られます。また、住宅開発に伴い、引っ越しする世帯が同一小学校

区から引っ越してくる場合は、学校単位では児童生徒数が変動しな

いなどのことも考えられます。 

 そのため、住宅購入者が市外からの転入者であるか、市内からの

転居者であるかによって、学校区や市全体の児童生徒数に大きく影

響してくることとなります。 

 先ほど説明いたしました住宅開発に伴う児童生徒数の変動を推

計するため、過去の住宅開発について調査した結果では、本市の住

宅開発の過去の例からみると、平均５４％が市外からの転入者で、

４１％が市内からの転居者という結果となりました。 

 この割合は市内全体で一定ではなく、開発の規模や駅からの距

離、開発のあった地域によっても様々ですが、平均値である市外か

らの転入者が５４％、市内からの転居者が４１％を使用して先ほど

説明いたしました住宅開発動向のある地区についてみますと、倉治

８丁目地区では、青で示しております増加児童数に対して、水色で

示しております児童数については市内移動により増加する移動数

と推測され、市内の当該住宅開発区域以外の地域で、この増加分に

ついては減少が進むことも考えられます。生徒数についても、同様

で、赤で示しております生徒数の増加分に対して、紫で示しており

ます生徒数の増加分については、この増加分だけ市内の他の地域で

減少が進むことも考えられます。 

 なお、住宅開発区域を含む現在の学校区については、倉治８丁目

地区の小学校区は倉治小学校区、中学校区は第２中学校区と、小中

学校区とも１つの学校区ずつとなっています。また、星田駅北地区

の開発区域を含む現在の学校区は、小学校区は星田小学校区・藤が

尾小学校区の２つの学校区にまたがっており、中学校区も第３中学
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 事務局 

校区・第４中学校区の２つの学校区にまたがっております。 

 

 説明は以上でございます。 

  

 ただ今、事務局から説明がありました「学校規模適正化基本計画

策定に向けた課題整理について」、何かご意見やご質問はございま

せんでしょうか。 

 先ほど業務量の説明がありましたが、小さい学校であれ大きい学

校であれ、仕事は一緒なんですよね。なので、その辺は当たり前な

んですよね。しかし、その前に子どもにとってどうかということが

あり、その辺を含んで言っていただいていると思うんですが、やは

り１学年１学級で上がっていくというのは、すごくそこには子ども

一人ひとりにプラスした要素をというのはしんどいかなと。そこの

ところを、教育現場というのは大事だと思っていて、そこの教職員

の負担というのはすごいんですよ。抱えている課題は一緒なので、

ましてや小規模校は教職員は日々奮闘しています。その辺も含めて

見ていく必要があるなと。 

 どうでしょうか。ご意見ご質問など。 

  

 けっこう、星田駅北地区で整備事業がこういうかたちでなってい

るんですが、いま星田地区で小規模な開発がだいぶ行われています

ので、これ以外にもプラスの要因はあるのではないかと思います。

星田の場合、小規模ですが２０戸とか、星田西側に２０数戸とかな

っているんですが、２０数戸とかをカバーするくらいの星田地区の

住宅開発が進められておりますので、そういう部分もある程度は増

えてくる要因になるかなと思います。この推計も大体そのかたちで

市内市外からもという形で、この資料自体は理解できたのですが。 

 

 よろしいですか。どうぞ。 

 

 先ほど説明させていただきました、大規模な開発で大きく児童生
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徒数に関わってくるのが２地区ありますという説明をさせていた

だいたのですが、一般的な住宅開発、交野市における一般的な住宅

開発の動向というのは、さらに前に説明させていただいた児童生徒

数の減少傾向にあります、と説明させていただいた時には、既に開

発の動向というのが含まれた推計値が国立社会保障人口問題研究

所の方でも取り入れられておりますので、一般的な開発動向という

のはあの中に含まれているということで計算させていただいてお

ります。 

 

 他にどうでしょうか。よろしいでしょうか。 

先ほどから住宅開発の動向等のことも含めて説明していただいて、

児童生徒数が校区によって、かなり増減していくということもわか

りました。 

 特に現時点での大規模な住宅開発動向によって、児童生徒数が増

加するであろう校区は限られており、減少するであろう校区につい

ては基本方針に基づいて、適正配置、再配置を検討することとなり

ますが、場合によっては「学校統合」や「校区再編」もやむを得な

い場合もあると説明を聞いて考えました。 

 それでは、案件４「小中一貫教育に適した学校施設整備について」

を議題とします。小中一貫教育に適した学校の施設整備について

は、前回の審議会でもご意見いただきましたように、「ハード面」

だけでなく「ソフト面」、教育の内容についても理解を深める必要

があると思いますので、「小中一貫教育」とは、どのような内容な

のかを改めて説明していただきたいと思います。 

 それでは、事務局お願いします。 

 

 はい。こちらの案件も前回に引き続き、小中一貫教育に適した学

校施設整備について、ご審議いただきたいと考えております。 

 はじめに、先月策定されました「小中一貫教育指針」について、

学校教育部長より説明申し上げます。また、小中一貫教育に適した

学校施設整備について検討するためには、ただいま会長からのお話
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でもありました、前回審議会のご意見でもいただいております「ハ

ード」だけでなく「ソフト」についての理解も深める必要がありま

すことから、小中一貫教育とはどのような教育なのかということに

ついて、最新の情報も含めて学校教育部長より説明させていただき

ます。 

 そののち、一度質疑等があれば回答させていただきまして、小中

一貫教育と施設整備の関係等について、文部科学省の資料等を用い

て説明させていただいたいと思います。 

 

 お願いします。 

 

 それでは私の方から、交野市で取り組みます小中一貫教育につき

ましてご説明いたします。 

 新しい学習指導要領が小学校では平成３２年度から、中学校では

平成３３年度から全面実施する予定でございます。それを見据えな

がら、２月の学校教育審議会でも申しあげましたように現在の教育

環境を踏まえ、小中一貫教育を交野市として進めます。そのため、

市教委としまして、お手元の資料２３にあります小中一貫教育指針

を定め、３月の校長会で小中学校長に通知いたしました。 

資料２３をご覧ください。まず小中一貫教育指針の最初には上位

計画であります「交野市教育大綱」や「学校教育ビジョン」とこれ

までの小中連携やこれからの小中一貫教育の関連を示しておりま

す。「小中一貫教育」という言葉を聞きますと、唐突に始まるよう

な印象をもたれるかもしれませんが、これは「交野市教育大綱」や

「交野市学校教育ビジョン」に基づいて推進しているものでござい

ます。 

従いまして、第２期の「交野市教育大綱」が平成 32 年度に策定

されますが、その理念や方針に基づきながら「交野市学校教育ビジ

ョン」の後期基本計画を平成３２年度に策定しまして、交野市の小

中一貫教育をさらに展開してまいります。本市での小中連携教育と

小中一貫教育の定義を四角の中に示しております。これは文部科学
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省の定義ではございますが、ご覧のとおり小中連携教育の中に小中

一貫教育があり、先ほど申し上げましたとおり唐突なものではござ

いません。 

ただこれだけでは、交野の小中一貫教育が具体的にはわかりませ

んので、この資料に基づきまして、これから説明させていただきま

す。 

まず下の１、２をご覧ください。ここにはこれまで行ってまいり

ました交野市の小中連携の成果をあげております。問題行動の減少

や落ち着いた学習環境、小学生が中学生に対して憧れの気持ちをも

つ、これが増加した。あるいは中学生の意識が向上した、というこ

とが成果としてあげられます。 

３におきましては、前回の学校教育審議会でもご説明いたしまし

た国や市町村の小中一貫教育の流れ、その中で交野市が小中一貫教

育を積極的に推進するため、平成２９年度この４月から「交野市小

中一貫学園構想事業」を開始し、小中一貫教育の円滑な導入と推進

を図ることを示しております。「交野市小中一貫学園構想事業」に

つきましては、後ほど参考資料２４にてご説明いたします。 

４，５では交野市の小中一貫教育として市教委が学校に求める具

体的な取り組みを示しております。もちろん、各中学校区で特色あ

る取り組みを進めるわけですが、市教委として一定の方向を示して

おります。 

６では毎年検証を行い、取り組みを充実させるための検証データ

の例を示しております。もちろん数値だけでは測れないことが数多

くありますが、過去との比較の為に一つの資料といたします。 

７では今後のスケジュールを示しております。これらを３月校長

会で示した後、平成２９年度から全中学校区で小中一貫教育に取り

組む中で、特に第１中学校区をモデル校区とし、市教委も第１中学

校区を支援しながら、研究を進めていくことを発表しました。 

第１中学校区の成果あるいは研究内容を他の中学校区に広げる

ことで、より円滑に市内全域に小中一貫教育が進むと考えておりま

す。 
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なお、第１中学校区をモデル校区にいたしましたのは、校区のコ

ンパクトさ広さや地形等から、小中の教職員や児童生徒の移動交流

がしやすいこと、またこれまでから外国語や道徳等の授業の交流が

盛んであったこと等を理由としております。 

次に参考資料２４をご覧ください。こちらが先ほども言いました

「交野市小中一貫学園構想事業」の資料でございます。まずＰ.１

をご覧ください。交野小中一貫学園構想事業は上の四角にあります

ように、モデル中学校区への小中一貫教育支援員の配置と、新たな

科の創設という２つの柱を中心に進めてまいります。 

９年間を見据えた新たな学びや他市にはない取り組みになって

おりまして、差別化を図りながら交野市の義務教育の質を変えると

いうことを目的に市長戦略にあります、住みたいまち、住み続けた

いまちづくりを教育の面からも担います。 

具体的に義務教育の質を変えるということは、どのようなことか

ということでＰ.２をご覧ください。交野市教育大綱の理念には、

「教育百年の森」の実現～生きる力を養い多様性に富んだ人材の育

成～とあります。その核となるのが問題解決能力にあると考えてお

ります。それはこれまで主流であった知識注入型の学習から自分た

ちで課題を見つけて学習していく、そういう学習に転換していく必

要があります。それが学びの質を高めるということです。新しい学

習指導要領のポイントにも「主体的」「対話的」「深い学び」があ

げられております。国はこれからの子ども達に必要な力を、このＰ.

２の下半分にもございますように、「学校教育を通じて子ども達に

育てたい姿」ということで示しております。その能力は「主体的」

「対話的」「深い学び」をすることで身に付けることができます。

その実現の為には子ども同士が学び合うことが大きな役割を担い

ます。交野の小中一貫教育ではこれからの社会で必要となる、子ど

も同士が関わり合いながら学んでいく。このことで、子ども達の知

的好奇心を高めて、教育の質を変えていきたいと考えております。 

その新しい学びを習得するために、「新たな科」を創設いたしま

す。Ｐ.３をご覧ください。大学入試制度の子ども達に必要な力の
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認識の変化から、大きな改革が行われます。平成３２年度から新た

な能力を重視したテストを実施する予定です。国全体としても、子

ども達に必要な能力について考え方が変わってきております。平成

３２年度から実施ということは、次の４月から新中学校３年生にな

る生徒からの実施となっております。 

Ｐ.４にはこのような流れを先取りして、子ども同士の学び合い、

知的好奇心を高めている先進校の事例を紹介しております。これは

昨年１１月に学教審の委員の方も見学に行かれた京都市立京都御

池中学校、施設併用型小中一貫校の例でございます。 

まず小学校に総合的な学習の時間を活用して、「読解科」という

新たな科を設置しております。これは６年生の授業なのですが、６

年生で「行ってみたいな あの国 この国」ということで、教員の

方がフランス、アメリカ、中国に関する様々な資料を提示します。

子ども達は協力しながら学び合いながら提示された情報を総合し

ながら、「なぜフランスが観光大国なのか」これを考え発表します。

これを自分たちが住む京都がもっと観光都市になるにはどうした

らいいか、という風に答えを導いてまいります。この小学校の取り

組みを中学校ではさらに発展させ、８年生（中学校２年生）では今

度は自分達が新聞等メディアからさまざまな情報を集め、総合しな

がら考えをまとめていって、「ＡＩ（人工知能）が今後どのように

進められていくのだろう」あるいは「人間について考える視点をも

って考えていけばいいだろうか」そのようなことを学び合いながら

構築していきます。 

Ｐ.５をご覧ください。実は交野市でも外部人材を活用してこの

ような独自な学び方をしている学校がございます。 

これは昨年９月１６日のある小学校 5 年生の図書館アドバイザ

ーが担任と一緒にやった例でございます。まず、図書館アドバイザ

ーが、前日が中秋の名月でありましたので、その記事を紹介いたし

ます。その後、児童に月や名月に関する疑問を出させます。例えば、

なぜ月は満ち欠けするのだろうか、あるいは、どうして太陽ではな

く月にみんな関心があるのだろうか、人々はなぜ月を見に行くのだ
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ろうか。そういうさまざまな疑問に対して、図書館アドバイザーが

それは天文学で調べたらいいね、それは民俗学の話だね、あるいは

社会学だね、と言いながら図書館の中で自分たちが子ども達自身で

学びたい、知りたいところに行って自分達で調べる。それを周囲の

児童とともに考えをまとめていく授業でございます。 

実はこれは９月ですが、その５か月前の４月に中学校の全国学力

学習状況調査で、下にあるような問題がありました。これは新聞記

事で宇宙エレベーターの記事を読んで、疑問に思ったことは何です

か、という問いがあります。ですから答えはないのですが、疑問に

思ったことは何ですかという疑問が答えになります。次の設問が、

ではその疑問を調べるために、図書館でどういう活動をしますか、

どういう方法で本を探しますか、という問題なんです。 

実はこの正答率は交野としては課題があった問題なんです。つま

り正答率が低かったんです。ということは小学校でやっている授業

が中学校で連結していればもっとこの正答率が上がったと考えら

れます。そのように小中一貫した学びの構築により、9 年間でこれ

からの子どもに必要な力をつけていきたいと考えております。 

Ｐ.６には第１中学校区に配置する小中一貫教育支援員の役割

と、新たな科を創設するために、希望する小中学校に派遣する学び

あいアドバイザー、あるいは補助員について記載をしております。 

それからＰ.７には「新たな科」で取り組む内容の成果目標の例、

あくまで例ですので、これはこのとおりではなくて一つの例として

示しております。Ｐ.８、９には２月３月で新小学校１年生を含め、

全児童生徒のご家庭に配布した各中学校区プランを配布しており

ます。実物はこのようなものです。１～４中校区とそれぞれＡ３の

２つ折りで綺麗なリーフレットを作っております。これは小中一貫

教育の円滑な導入の成功には教職員はもちろん、保護者や地域の方

の協力と小中一貫教育に対する意識が必要となってまいります。 

そのために学校だけではなく、交野市ＰＴＡ協議会をはじめ、各

学校のＰＴＡのみなさまにお願いしたものが、今お示ししました各

中学校区プランの作成です。 
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これは中学校区の子どもとして、こんな目標で学ぶ、こんな大人

になりたいという児童生徒会でつくる子ども達のページ、中学校区

の保護者として子ども達にこんな人になってほしい、そのためには

こんなことをしたい、との中学校区の保護者のページ、義務教育９

年間でこんな活動をさせたい、こんな教育活動を指導したいという

教職員のページ、これらの３つで構成されるリーフレットでござい

ます。 

小中一貫教育は教職員も保護者も地域の方も、そして子ども達自

身もその時その時だけではなく、義務教育９年間という単位で考

え、行動し、変化する時代を生き抜くためにその力を育成するシス

テムではないかと考えております。従いまして、前回小中一貫教育

の施設形態につきまして、施設分離型、あるいは一体型をお示しし

ましたが、施設の形態はどのようなものであっても、小中一貫教育

はこれから積極的に取り組むものと考えております。 

また、小中一貫教育は地域で子どもを育てる教育とも言われま

す。交野に生まれて良かった、子ども達がそう感じて生きるよう、

中学校区の全ての力を結集して子ども達の教育にあたっていく小

中一貫教育を進めたいと考えております。 

以上です。 

 

 ありがとうございました。少したくさんのことを言っていただい

た中で、交野市の一貫教育の指針と、そしてそこから発展していく

中で、学園構想ということで流れを説明していただき、よく理解で

きました。交野市が向かおうとしていることがよくわかりました。 

 よく連携と一貫というのは別ものだと勘違いされるのですが、今

の説明で連携の中にあるというのがよくわかった。 

 今まで小学校中学校で、６か年３か年を別々でやっていて、それ

を交流していこうと。要は小学校卒業させたら中学校の責任です

よ、と。中学校にしたら、なぜ小学校の時にもう少しきちんと見て

くれなかったのかなと。本当にそれぞれ一生懸命にやっているんだ

けれども、繋がりがなかったものだから、それぞれに勝手な思いを
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していた。それを繋げていこうということで、そこには「中１ギャ

ップ」中学校に進んだら不登校が増えるとか、生指上の課題が出て

くるとか。そういう事象が出てくる中で、６年生と中１の繋がりを

持とうというのが、交流をする、授業を見せ合うとか、一緒に研修

をして繋げようかというのが、連携してやっていこうということだ

ったんですね。それを進めていく中で課題は見つかってきたんで

す。小学校の先生は、中学校の３か年どういうカリキュラム、教育

課程で授業が進んでいくかということは知らない。同じように中学

校の教員が小学校の 6 か年、例えば算数、数学をみたとき、どう

いうカリキュラムで行われているか知らないでやっていたという

のがわかったんです。私も平成の１６年、１７年くらいでしたかね。

それを課題としてやっていかないといけないと思いました。 

あくまで小中学校の教員が同じ目指す子ども像、中３の卒業式ど

ういう風に送り出すのか、そこまでどう高めていくのか、というの

を一緒に小中の教員が一緒にみていこうと。その為には９年間を通

した教育課程を編成していって、色々課題も出てきたんですね。そ

ういうカリキュラムを作ってきたのですが、もう少しこういう組立

にした方がスムーズに繋げるなとか。で、国レベルで今は、小中一

貫教育、学習指導要領も含めやっていこうという動きになってきて

いる、ということでよろしいですか。 

 連携と一貫は別物だとついつい思いがちなのですが、繋がってい

るんですよ、というのが大きい所だと思います。 

 その中身ですね、学校施設の管理の在り方。これはまた別物です

ね。施設分離型、一体型、あるいは施設隣接型は別物ですね。ただ

交野市としては小中繋がって、9 か年を見通してやっていこうとい

う方向性を示されているということでよろしいですか。 

 ただいまですね、丁寧な説明をしていただいて、よくわかったの

ですが、まず一貫教育についての「ソフト面」の説明をしていただ

いてから質疑を問う。その後、一貫教育としての整備の説明と進め

ていきたいのですが、よろしいでしょうか。 
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 施設の方でよいですか。 

 

 施設の方よろしくお願いします。 

 

 先ほど、事務局の方からは「ソフト」の説明をさせていただきま

して、ここからは私の方から事務局としまして「ハード」の施設整

備について説明させていただきたいと思います。 

 小中一貫教育を実施する上で、整備していくであろう学校施設の

形態について確認してまいりたいと思います。 

 この案件では参考資料２５「小中一貫教育の成果・課題と施設形

態について」と別冊資料「小中一貫教育についての実態調査の結果」

抜粋、を使ってみてまいります。 

 前回からの確認になりますが、施設の形態としては大きく分けて

「施設分離型」「施設隣接型」「施設一体型」の３つがございます。 

 

 「施設分離型」とは、表示させていただいておりますスライドの

図のように、小学校と中学校が別々の敷地に設置されている形態

で、現在の交野市の学校配置と変わりません。 

 「施設隣接型」とは、小学校と中学校が同一敷地内に別々の建物

として設置されている形態や、隣接する敷地に設置されている形態

です。 

 また、「施設一体型」とは、小学校と中学校が同一敷地内の同一

建物内に設置されている形態や、同一敷地内で建物は異なるが渡り

廊下でつながっている場合などを指します。 

 学校の施設形態については以上の 3 種類があります。 

 次に、これらの３つの形態について、小中一貫教育を行う上でど

ういったメリット・デメリットがあるのかを確認してまいりたいと

思いますが、その前にこちらも前回の確認になりますが、施設形態

に関わらず、小中一貫教育としてどのようなメリット・デメリット

があるのかを確認してまいりたいと思います。 
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 こちらは前回第６回の審議会でお配りさせていただいておりま

す、参考資料１７の３枚目でございます。こちらの資料では、小中

一貫教育により期待される教育効果について、文部科学省、初等中

等教育局が実施した小中一貫教育等についての実態調査の結果か

ら抜粋して記載しております。 

 すでに、小中一貫教育を実施している学校への調査で、小中一貫

教育の実施により「特に大きな成果が認められる」との回答が多か

った項目では、「中学への進学に不安を覚える児童が減少した」こ

とや、「いわゆる『中１ギャップ』が緩和された」こと。また「上

級生が下級生の手本になろうとする意識が高まった」ことや、「小

中学校の教職員間でお互いの良さを取り入れる意識が高まった」こ

とがあげられています。 

 一方で、小中一貫教育の実施により「大きな課題が認められるも

の」との回答が特に多かった項目としては、「小中の教職員間での

打ち合わせ時間の確保」「児童生徒間の交流の際の移動手段・移動

時間の確保」「教職員の負担感・多忙感の解消」などがあげられて

おります。 

 これら小中一貫教育の成果と課題について、施設形態との関係

を、小中一貫教育実施校へのアンケート調査結果をまとめた、文部

科学省の「小中一貫教育等についての実態調査の結果」抜粋をご覧

ください。 

 小中一貫教育の成果といたしましては、こちらの記載項目があげ

られております。スライドでは文字が小さく見えにくいですが、こ

れらの項目はお配りしております「小中一貫教育等についての実態

調査の結果」抜粋の、「施設形態と小中一貫教育の成果に記載の４

０項目」でございます。 

 また、これらの項目については、施設形態によりポイントの差異

はございますものの、すべての小中一貫教育による成果と認識され

ている項目であることにご留意いただきたいと思います。 

 

 初めに、表の見方についてですが、小中一貫教育の成果とされる
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項目に対して、上から施設一体型、施設隣接型、施設分離型につい

て、それぞれ棒グラフのピンクで記載されている「大きな成果あり」

と回答したポイントと、黄色で記載の「成果あり」と回答したポイ

ントの合計が棒グラフの右側に％で表示されています。 

 この％で示される数値が大きいほど、成果として認められている

ことになり、さらにその中でピンクの比率が大きいほど、大きな成

果と認識されていることがわかります。 

 

 例えば、「①全国学力・学習状況調査の結果が向上した」では、

「大きな成果あり」と「成果あり」との回答を合わせて、施設一体

型で６３％、施設隣接型で４０％、施設分離型で３８％との回答と

なっていることがわかります。 

 また、「⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した」では、

施設一体型で９５％、施設隣接型で９０％、施設分離型で９０％と

なっており、小中一貫教育を実施する大部分の学校で成果として認

識されていることがわかります。 

 

 参考資料２５の右側をご覧ください。こちらは、小中一貫教育の

成果として示された項目の一部と施設形態について、まとめた表と

なっています。表中では赤、オレンジ、黄の順に成果としての認識

が大きい順となっています。表を見ますと、「授業が理解できると

答えた児童生徒が増えた」や「いじめの問題等が減少した」、また、

「小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まっ

た」や「保護者の学校への満足度が高まった」などが、小中一貫教

育の成果として認識されていることがわかります。 

また、施設形態との関係では、この調査結果によると、施設一体

型、施設隣接型、施設分離型の順に成果を認識しやすい環境となっ

ていることがわかります。 

 続いて、小中一貫教育の課題とされている項目と施設形態の関係

についてみてまいります。 

 こちらは、小中一貫教育の課題として挙げられている項目です。
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 会長 

スライドでは文字が小さく見にくいですが、先ほどの「小中一貫教

育の成果」と同様、これらの項目はお配りしております「小中一貫

教育等についての実態調査の結果」抜粋の、「施設形態と小中一貫

教育の課題に記載の２６項目」でございます。 

 こちらも先ほどの成果と同様のグラフとなっておりますが、棒グ

ラフの青部分が「大きな課題あり」、水色が「課題あり」と認識さ

れている項目で、こちらは棒グラフ横の％で示された数値が大きい

ほど、課題として認識が大きいことがわかります。 

 例えば「①９年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開

発」についてみますと、施設一体型で５５％、施設隣接型で６１％、

施設分離型で７４％が「課題あり」との回答となっています。 

 参考資料２５の右側では小中一貫教育の課題として示された項

目の一部と施設形態について、まとめています。濃い青色、青色、

水色の順に、課題としての認識が大きい順となっています。この調

査結果によると、課題については施設形態ごとに異なっており、 

施設一体型では、他の施設形態と比較して、「児童生徒の人間関

係が固定化しないような配慮」や「小学校高学年でのリーダー性・

主体性の育成」が課題として認識されやすいという結果になってい

ます。 

また、施設隣接型では、他の施設形態と比較して、「教職員の負

担感・多忙感の解消」や「教職員間での負担の不均衡」が課題とし

て認識されやすい結果となっています。 

施設分離型では、他の施設形態と比較して、「小中教職員間での

打ち合わせ時間の確保」や「児童生徒間の交流を図る際の移動手

段・移動時間の確保」が課題として認識されやすい結果となってお

り、施設形態により、課題として認識されやすい項目が異なること

がわかります。 

小中一貫教育の成果・課題と施設形態の関係についての説明は、以

上でございます 

 

 ありがとうございました。小中一貫教育を実施する上での学校の
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 会長 

 

 委員 

 

 

 

施設形態、また小中一貫教育におけるメリット・デメリット、成果

と課題についても説明をしていただきました。 

 特に施設形態につきましては、委員の皆様も京都市などに視察に

行っていただいておりますので、再度、視察された感想なども踏ま

えてご意見をお願いします。 

 また、文部科学省の実態調査の結果についても、感じられたこと

があればお願いします。 

 特に学校の先生には、児童生徒の身体的、精神的な発達段階や質

の高い教育環境の観点から、小学校の学級担任制と教科担任制など

についても、ご意見をいただければと思います。 

 よろしくお願いします。どうでしょうか。 

 

 前回も見学させてもらって、報告がてらお話しさせてもらったん

ですが、今回小中一貫教育等についての実態調査の結果を文科省の

方から出していて、その部分についても総合評価で成果もあった部

分、それから課題等考えても、施設一体型が非常に望ましいではな

いかなと思います。実際に京都市の学校を見学させてもらいました

が、やはり子どもの移動の部分、それから内面的な部分でいうと中

１ギャップの解消、そういう部分も非常にスムーズに入っていける

のではないかとなると、施設一体型が望ましいのではないかと思い

ます。ただ、財政的な部分もありますので一概にそれでやれるとは

思いませんが、望ましいものとしては施設一体型が望ましいと思い

ます。 

 以上です。 

 

 他にはどうでしょうか。はい、お願いします。 

 

 小さい学校で施設一体型をやってしまうと、今までは６年間経っ

たら中学校へ行けると。そうしたら違う人とのクラス替えとか、交

流がしやすい、そこには色んなことがあるかもしれないけれども、

そういうことにも耐えていってという現状の良さもある。なので、
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 事務局 

規模、クラス替えも出来ないような状態で９年間過ごすというのも

考えられた方がいいと思います。 

 

 はい。他にどうでしょうか。 

 

 今、一貫で一番良いのは、仰ったように一体型。ところが例えば、

例をあげると２中がある。前には池があって、売ってしまうという

話もあるけれども、そこにということになると、小学校の通学距離

ですね、例えば倉治だったら大体大丈夫、郡津も大体大丈夫と。中

学生になれば大きくなっているから、２中なら２中で全体でいけ

る。そこに小学校一体型でも持ってきた場合に、通学的な距離、そ

の辺りはどうなんですか。 

 

 今回の審議の中で、基本方針の中で、いま現状小学校の通学距離

が概ね２キロ以内。集合場所から学校まで概ね２キロ以内となって

おります。ですので、議論の中でも出まして、基本的には２キロ以

内、ただ再配置などの場合については許容範囲としてプラス１キロ

ぐらいはみないと仕方ないかなという場合もでてくるかと思って

おります。 

 

 ということは、一体型は無理ということですか。 

 

 それはこれから、その辺りも踏まえて、今後全体の再配置につい

てご議論いただくことになるかと思います。 

 

 一体型ということは小学校は１校にするということになるんで

すか。例えば、２中があって前の２中の敷地の中に小学校を建てる

ということですよね。倉治小と郡津小を統合して、一つの小学校を

建ててしまうという考え方ですよね。 

 

 色んなパターンがあると思うんですが、例えば一体型で中学校と
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小学校の一体型というイメージですので、今の議論の中ではあくま

でこういう成果が出ていますというのを、ご紹介させてもらってお

りまして。そこも含めて色んな可能性を視野に入れて今後検討して

いきたいと考えております。 

 

 すみません、かなり個人的な意見になるかもしれませんが、一つ

は先ほど会長が仰ったように、連携というものの中に一貫がある、

これは仰るとおりだと思うんですが、大事なことの一つは私達の意

識をかなり切り換えないといけないと思っております。 

 というのは保護者の皆さんも、教師も、他の大人も同じですが、

小学校中学校というシステムの中で育ってきたので、ものを考える

ときに必ず小学校と中学校、それを合わさった、連携であれば小学

校に足場をおき、中学校に足場をおき、それがうまく融合したり組

み合わさったり、どちらにせよ小学校、中学校を基礎に考えてのお

試し。一貫というのは、そうではなくて９年の子ども達の学びの場

というものに足場を置いて、私達も考えないといけないのですが、

ついつい自分の経験で考えてしまう。 

 少し上げ足取りになって、わかりやすい例として申しますと、小

中一貫プランというのを出していただきました。当然わかりやすく

したというのは置いておいた上で、例であがっているのは、例えば

○○小学校、○○中学校、これが一つのものではないですよね。一

つにかたまり、今は便宜上、○○小学校、○○中学校という言い方

をしていますが、今でいう中学校校区が 9 年間交ざったところで、

あるいは繋がったところで、学ぶんだという風にすれば、もう少し

意識が変わってくると思っております。 

 学校側、市側も出来ればそういう一つの違う呼び方、学園化みた

いなことで新たな名前をいったん作った上で、それをどうしていく

のかという、足場を少し違った方向で考えてはどうでしょうか。そ

の中で、箱は急に全部ということにはなかなかなりませんので、ど

うするか、という事になるかと思いますが。 

 これまでの紹介も出ていましたように、今は６年３年でくぎって
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いますが、いろんな繋がりの中で子ども達の発達や昨今の色んな状

況も踏まえて、少し違う形の５，４で分けるとか。便宜上分けて何

か物事を経験できるようにするとか、あるいは違うやり方ですると

か、色んなやり方をその中で考えて、例えば施設が分かれたとして

も少し最初の 3 年間や４年間くらいは近い所へ行って、という位

置的なことでいえば考えていかなければいけない。そんなことも含

めて柔軟に、あくまでも９年間の学びをどういう風にするのかとい

う議論をしていく必要がある。その為には、小学校、中学校、とい

う言葉にこだわりながらやるとなかなか進まないと思います。 

 

 ありがとうございます。他にはどうでしょうか。 

 

 先ほど委員の方からご質問ありました、倉治小学校を２中にくっ

つけたらといった話もありましたが、通学距離で言いますと、第 2

回学校教育審議会の方でお配りさせていただきました参考資料１

４の方に倉治エリアの方から第２中学校までの最長の距離は大体

２.５キロということで記載させていただいておりますので、そち

らの方もご覧になっていただきながら、当然検討していく中では通

学距離というのも念頭においてやっていく一つのファクターには

なってくると思います。別段、２中に入れましょうというとかを事

務局として提案していくものではございませんので、よろしくお願

いします。 

 

 委員のは具体例をだして、という言葉を含んでいますよね。わか

りやすくするにはという。 

 

 臨時委員に入っていただいた方には 1 回目２回目の資料はいっ

てないのでは。 

 

 全てお送りさせていただいて説明させていただいてはおります。 
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 他にはどうでしょうか。はい、どうぞ。 

  

 学校教育のことと少しずれるかもしれませんが、私達の区長の立

場から言いますと、交野市の小学校が１０校あり、校区で色々地域

の福祉をしていまして、区でいいますと星田区でいいますと、星田

区をまとめる色々なコミュニティがありまして、社会福祉の関係が

ずっと根付いてきている。いま、一貫校で中学校になったら４ブロ

ックあるので４校の中学校に統一して小学校と連携していくのと、

学校に入って初めて学校に行かすとＰＴＡ等色んなコミュニティ

があって、地域でまとまったのが１０校区にわかれてありますよ

ね。その部分の社会福祉の関係も加味して学校の再編や統廃校もあ

れば、その辺も大事な話だと思うので。教育プラス福祉のことも考

えていかないといけないのかなとは思います。これは一貫校とはず

れているかもしれませんが。 

 

 私もその辺で。私も倉治の区長なんですが、倉治区というのはほ

ぼ一つの校区でものすごくやりやすいです。集まりやすい。それを

目指そうと思えば、再編成も含めて長いスパンの中で、我々自治会

も協力しなければならないのだけれども、逆に校区単位でまとまる

ような自治会再編成をしなければいけないのかなと。そのためには

区長制度は廃止して校区単位で一つ。ただし、その分に対しては校

区があっちいったりこっちいったりするのではなく、きちんと決め

てもらわないと。その中で区なり自治会がもう一度再編成、１０年

２０年かけて再編成すれば、一つの校区に一つの自治会というのを

目指したいなと思っております。 

 

 私も同じように思っておりまして、長い間例えば小学校区であっ

たら、地域から小学校区が出来てきたという兼ね合いも含めて、皆

さんが理解した上ですると、いつまでもその上で出来た小学校区で

話していると、なかなか融合していかないので、出来るだけ。 

例えば自分の経験上で言いますと、東寝屋川駅の近くの小学校で
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校長していた経験があります。そこでも同じように、それではいつ

までも話が進まないという中で、一つの総称として、東寝屋川とし

たら東寝屋川学園ということで話をしようと。愛称を、頭文字をと

って、東のＥＡＳＴの「Ｅ」と寝屋川の「ＮＥ」で、「ＥＮＥ イ

イネ学園」としました。その後はＰＴＡのことは３校が集まってや

っていましたが、手紙は○○小学校ＰＴＡとして出していたもの

を、いいね学園ＰＴＡと出して、保護者の方にも理解していただい

て、その他の集まりもそのような形でしていたら、1 年 2 年経つ

とＰＴＡの方たちにも浸透してきた。それは地域のかたもそうで、

同じマークを使っていったりすると、じゃあ、こんなこともしなく

てはいけないね、とか。そういうような形のことは、絶対こういう

ことは地域の方たちの協力がいることで、今まで出来ている委員会

ですので、そのような形をつくれるベースをつくっていければと。 

 

 ありがとうございます。 

 スタートして２時間が経ちました。ここで今回の審議会を終わら

せていただくのですが、活発なご意見も出していただいている中

で、もう少し時間をいただけたらと思っているんですが、どうでし

ょうか。 

 

 すみません、仕事がありますので退席させていただきます。 

 

 活発なご意見出していただいて、文科省の実態調査の結果からも

施設一体型が望ましいのではないかと。もちろん、児童生徒の移動

であったり、中一ギャップ等の改善も含めて、財政的な面もあるん

だけれども、施設一体型が。あくまで学校規模を考えていかないと

いけない、あるいは通学距離も大切なんだと。新しい考え方という

のをあくまで９年間を見通していかないといけない。○○学園化と

いうのも含めて。 

その中で施設分離型という面も含めて考えていく必要がある。 

一番大事な部分で地域のコミュニティの重要性、学校というのは
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地域に支えてもらわなければ、もちろん出来ないですし、そういっ

た形で進めていくべきだと強い意見をいただいたわけです。 

 

そういう中で、今日は案件４の部分までしか出来ていませんの

で、次回「適正配置に向けた検討の進め方の確認」をさせていただ

いて、そこからはじめさせていただきます。 

今日の審議会はもうお時間もきていますので、ここで終わらせて

いただきます。 

次回ですが、４月２０日（木）午後２時からとなりますので、よ

ろしくお願いします。 

 

以上をもちまして、第７回学校教育審議会を終了させていただき

ます。進行がうまくいきませんで、全部消化出来ずにすみませんで

した。お疲れ様でした。 

  

 

  

 


